書面での申請・届出書提出時に使用する連絡票
書面にて申請・届出書を提出する際には、当該用紙に担当者の氏名や連絡先、E-mailアドレス等を記入し、申請・届出書と一緒に提出してください。なお、申請・届出内容に対し、補正事項が生じた場合等は、この用紙に記載されている連絡担当者に関して連絡を行うことがあります。

担当者の連絡先①　【発電事業者（申請者）】

(ふりがな)
：

住所
： 〒　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(ふりがな)
：

氏名
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
会社名
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
部署名
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
電話番号
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
FAX番号
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者の連絡先②　【申請代行事業者】

□上記発電事業者の担当者と同一の場合はチェックしてください。以下は記載不要です。

(ふりがな)
：

住所
： 〒　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
(ふりがな)
：

氏名
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
会社名
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
部署名
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
FAX番号
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
必須確認事項
申請・届出時は、必ず事前に下記についてご確認いただき、確認が完了した場合は、各チェックボックスにレ印を付してください。
· 固定価格買取制度で再生可能エネルギー発電事業を実施する場合、経済産業大臣の認定を得ることが必要です。認定は、事業計画が認定基準に適合しているかどうかを審査し、また、事業実施期間中においても引き続き同基準に適合する形で事業を実施することを前提として、その事業計画を認定します。事業実施期間において同基準に違反した場合には、認定が取り消される可能性があります。
　

· 送配電事業者の接続の同意を得る前に認定を申請し、その後接続の同意を得た場合、申請から接続の同意を得るまでの期間に事情変更（例えば、別の事業者により地権者が同一の隣接の土地において認定を取得した等）があった場合には、認定を受けられない可能性があります。
　
· 申請された１０ｋＷ未満の太陽光発電設備について、認定を受けた日から１年以内に運転開始に至らない場合には、その認定は失効します。（平成２８年８月１日以降に接続契約を締結したものに限る。）
　
· 申請された１０ｋＷ以上の太陽光発電設備について、認定を受けた日から３年以内に運転開始に至らない場合には、当該期限を超過した分だけ調達期間が短縮されます。（平成２８年８月１日以降に接続契約を締結したものに限る。）
　

· 申請された情報については、関係法令・条例の遵守を確認するため、関係法令・条例を所管する関係省庁や地方公共団体に共有されることがあります。

　

· 認定された事業計画に関する情報のうち設備ＩＤ、発電事業者名、代表者名（法人の場合）、発電設備区分、発電出力、設備所在地については、公表対象となります。

